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北朝鮮の核実験に抗議する決議について

日本共産党岡崎市議団(反対)の見解

世界中から核兵器をなくそうという思いは、共通です。今年もま

もなく原水爆禁止世界大会が行われますが、2010 年の NPT（核

不拡散条約）再検討会議で世界 189 の国々が核兵器のない世界を

つくることに合意しました。被爆国である日本政府は残念ながら

「核兵器の人道的影響に対する共同声明」に加わっていません。す

べての国に核兵器廃絶を訴えるための共同声明に加わるべきです、

その点で、日本が北朝鮮にのみ一方的に核実験抗議をしても、北朝

鮮にとって説得力はありません。北朝鮮の核実験および核保有に対

しては、断固糾弾されるべきですが、日本の立場は被爆国として明

確にすべきです。

請願者から提出された、決議文については、おおむね賛同できま

すが、決議文の中にある文言について、武力制裁は国際的な武力紛

争を引き起こす火種となるものです。対話での解決と理性ある制裁

が求められるところであります。アメリカのテロ支援国家の指定

は、イラク戦争で「大量破壊兵器を持つテロ支援国家」と指定し、

多くのイラク国民の命の犠牲を伴いながら結局は存在しなかった

というように、アメリカの軍事のためのものです。国際的な平和の

力で全ての国が核兵器を放棄していく、そして北朝鮮を世論で包囲

していくことが必要です。テロ支援国家の再認定の文言が含まれる

政府への要請には賛成ができません。したがって決議に反対しまし

た。
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２
１
の
０
７
１
２

日
本
共
産
党
岡
崎
市
委
員
会

担
に
な
る
。
所
得
制
限
で
、
子
ど
も

医
療
制
度
で
は
約
２
６
０
０
人
、
し

ょ
う
が
い
者
で
は
約
３
０
０
人
、
精

神
し
ょ
う
が
い
者
で
は
約
10
人
、

後
期
高
齢
者
福
祉
医
療
制
度
で
は

約
１
８
０
人
が
見
込
ま
れ
る

（
木
全
）
子
ど
も
の
医
療
費
無
料
制

度
の
経
緯
は
？

（
部
長
）
昭
和
48
年
４
月
０
歳
児

入
院
通
院
自
己
負
担
分
助
成
制
度

と
し
て
開
始
。
平
成
４
年
２
月
、
２

歳
児
ま
で
入
院
、
翌
年
４
月
に
は
２

歳
児
ま
で
の
通
院
、
13
年
４
月
に

は
、
５
歳
児
ま
で
入
院
、
４
歳
児
ま

で
の
通
院
。
16
年
７
月
に
は
、
小

学
校
入
学
前
ま
で
入
院
通
院
、
20

年
４
月
に
は
、
中
学
校
卒
業
ま
で
の

入
院
通
院
。

（
木
全
）
愛
知
県
は
平
成
12
年
８

月
か
ら
13
年
の
１
月
ま
で
万
博
に

よ
る
財
政
難
を
理
由
に
、
一
割
の
一

岡
崎
市
議
会
六
月
定
例
議
会
で
、

き
ま
た
昭
子
市
議
は
、
愛
知
県
の
福

祉
医
療
制
度
の
見
直
し
に
つ
い
て

質
問
し
ま
し
た
。

愛
知
県
は
２
０
１
４
年
度
か
ら

子
ど
も
や
障
害
者
、
高
齢
者
、
母
子

父
子
家
庭
の
医
療
無
料
制
度
に
一

部
負
担
を
、
２
０
１
７
年
度
か
ら
所

得
制
限
を
導
入
す
る
素
案
を
今
年

一
月
に
発
表
し
ま
し
た
。
し
か
し
、

６
月
３
日
に
２
０
１
５
年
ま
で
の

自
分
の
任
期
中
は
一
部
負
担
導
入

は
検
討
し
な
い
と
見
送
り
宣
言
を

し
ま
し
た
。
こ
れ
は
県
民
の
反
対
の

声
が
あ
ま
り
に
も
大
き
な
も
の
が

あ
っ
た
か
ら
に
他
な
り
ま
せ
ん
。

し
か
し
、
２
０
１
７
年
度
か
ら
の

所
得
制
限
導
入
の
動
き
は
残
し
て

い
ま
す
。

（
木
全
）
市
民
へ
の
影
響
は

（
部
長
）
今
回
見
直
し
案
は
３
つ
あ

る
。
そ
れ
ぞ
れ
４
億
円
、
５
億
８
千

万
、
３
億
５
千
万
が
市
民
の
方
に
負

部
負
担
制
度
を
導
入
し
た
。
岡
崎
市

始
め
、
県
下
の
自
治
体
は
こ
の
と
き

に
も
単
独
で
無
料
化
を
継
続
し
た
。

県
民
の
大
き
な
反
対
で
六
ヶ
月

で
県
は
一
部
負
担
を
撤
回
せ
ざ
る

を
得
な
か
っ
た
。

５
月
上
旬
に
西
三
河
と
の
首
長

と
の
話
し
合
い
が
行
わ
れ
た
。
県

は
各
首
長
に
ど
の
よ
う
な
質
問
を

し
た
の
か
、
岡
崎
市
は
ど
の
よ
う

な
意
見
を
言
っ
た
の
か

（
部
長
）
県
が
福
祉
医
療
制
度
の

見
直
し
の
方
針
を
固
め
た
あ
と
近

隣
市
町
と
協
議
し
て
岡
崎
市
と
し

て
の
方
針
を
検
討
し
て
い
く
と
回

答
し
た
。

（
木
全
）
医
師
会
や
小
児
科
医
会

か
ら
も
「
自
己
負
担
が
あ
る
と
受

診
が
遅
れ
て
重
傷
化
で
か
え
っ
て

医
療
費
が
増
え
る
お
そ
れ
が
あ

る
、
補
助
す
る
こ
と
は
子
育
て
支

援
の
側
面
も
あ
り
配
慮
の
必
要
が

あ
る
」
と
反
対
の
意
見
書
を
出
し
て
い
る
。
県
下
54

の
自
治
体
中
30
の
自
治
体
が
、
福
祉
医
療
の
存
続
の

意
見
書
を
採
択
し
て
い
る
。
岡
崎
市
は
共
産
党
市
議

団
が
提
出
し
た
「
存
続
を
求
め
る
意
見
書
」
は
一
致

で
き
な
か
っ
た
。

平
成
20
年
、
柴
田
市
長
の
下
で
、
中
学
校
卒
業
ま

で
の
医
療
費
無
料
制
度
に
た
く
さ
ん
の
お
母
さ
ん

が
喜
ん
だ
。
。
内
田
市
長
は
、
給
食
費
の
無
料
化
を

選
挙
公
約
と
さ
れ
た
。16
億
円
か
か
る
給
食
費
の
無

料
化
を
作
る
こ
と
も
大
切
だ
が
、
子
育
て
支
援
と
い

う
な
ら
福
祉
医
療
に
所
得
制
限
を
導
入
す
べ
き
で

は
な
い
と
強
く
意
思
表
示
す
べ
き
。

期日前投票が変わります
今回の参議院選挙から支所で

の期日前投票の実施日が変わり

ます。

これまでは、公示(告示)の翌日

から支所でも朝８時半～夜８時

まで投票できましたが、今回は、

７月１３日(土)から投票日前日ま

でになります。

市役所本庁では、公示日翌日

（５日）から期日前投票はできま

す。

福
祉
医
療
費

削
減

中
止
を

子
ど
も
・
高
齢
者
・
し
ょ
う
が
い
者
・
母
子
父
子

医
療
費
無
料
制
度
存
続
を

きまた昭子市議
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地
）
は
一
番
厳
し
い
保
全
の
制
限
が

か
け
ら
れ
て
い
た
土
地
で
は
な
い

か（
答
）
農
業
振
興
地
域
で
す
。

（
鈴
木
）
農
業
振
興
計
画
の
変
更

手
続
き
を
せ
ず
に
、
転
用
を
し
て
は

な
ら
な
い
厳
密
な
保
全
の
制
限
が

か
か
っ
て
い
る
農
用
地
を
、
開
発
を

促
進
す
る
よ
う
な
市
街
化
区
域
に

な
ぜ
、
突
然
編
入
し
た
の
か
。

（
答
）
農
産
振
興
局
長
通
達
に
基

づ
き
手
続
き
を
進
め
て
い
る
。
９
月

30
日
に
市
が
農
用
地
の
変
更
、
12

月
17
日
に
愛
知
県
が
農
業
振
興
地

域
の
変
更
を
そ
れ
ぞ
れ
行
っ
た
。

前
号
の
岡
崎
民
報
で
お
知
ら
せ

し
ま
し
た
議
会
で
の
「
違
法
発
言
問

題
」
の
も
と
と
な
っ
た
鈴
木
ま
さ
子

市
議
の
一
般
質
問
（
６
月
10
日
）

の
概
要
を
お
伝
え
し
ま
す
。

最
終
20
日
に
自
民
清
風
会
の
緊

急
質
問
に
対
し
、
理
事
者
が
答
弁
し

直
し
ま
し
た
が
、
10
日
当
日
の
質

疑
を
掲
載
し
ま
す
。

（
鈴
木
）
平
成
22
年
12
月
、
岩
津

町
の
一
部
と
西
蔵
前
町
の
一
部
の

農
地
が
、
調
整
区
域
か
ら
突
然
市
街

化
区
域
に
編
入
さ
れ
、
地
区
計
画
が

か
け
ら
れ
商
業
施
設
の
誘
致
と
ハ

ウ
ス
メ
ー
カ
ー
に
よ
る
宅
地
開
発

が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
農
用
地
（
青

(

鈴
木)

西
蔵
前
地
域
に
つ
い
て
。

こ
の
地
区
か
ら
の
排
水
は
断
面
１

ｍ
×
１
ｍ
、
最
大
流
量
毎
秒
0.5
ト

ン
の
桶
管
の
み
を
通
っ
て
矢
作
川

に
流
れ
込
む
。
昨
年
委
員
会
で
「
ど

れ
だ
け
の
排
水
が
で
き
る
か
」
と
の

私
の
質
問
に
「
５
年
確
率
の
雨
だ
」

と
答
え
ら
れ
た
。
そ
の
雨
量
は
ど
れ

だ
け
か

（
部
長
）
一
年
降
雨
確
率
で
降
雨

強
度
１
８
．
５
ミ
リ
相
当
（
昨
年
の

答
弁
は
間
違
っ
て
い
た
）

（
鈴
木
）
こ
こ
に
０
・
５
ｔ
以
上

の
水
は
流
せ
な
い
。
と
い
う
こ
と
は

市
街
化
区
域
編
入
の
時
に
わ
か
っ

て
い
た
の
で
は
な
い
か
。

（
部
長
）
従
来
の
土
地
利
用
か
ら

考
え
る
と
農
地
の
基
準
で
改
築
を

し
て
い
た
。
10
年
降
雨
確
率
の
農

地
で
の
湛
水
を
許
容
し
な
が
ら
排

水
を
行
う
と
い
う
も
の
で
あ
っ
て
、

そ
の
地
域
に
つ
い
て
の
流
下
能
力

が
不
足
す
る
云
々
と
言
う
こ
と
で

は
な
い

（
鈴
木
）
た
ん
ぼ
だ
っ
た
と
き
湛

水
能
力
が
あ
り
、
こ
の
樋
管
が
０
．

５
ｔ
で
Ｏ
Ｋ
だ
っ
た
。
住
宅
開
発
を

し
た
場
合
は
排
水
が
で
き
な
い
で

は
な
い
か
。
な
ぜ
開
発
を
許
可
し
た

の
か
。

（
部
長
）
５
年
確
率
、
30
年
確
率
、

東
海
豪
雨
、
八
月
末
豪
雨
の
場
合
の

想
定
で
も
、
開
発
区
域
内
は
流
れ

る
。

（
鈴
木
）
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
調

査
結
果
で
は
０
・
５
ｔ
の
排
水
を
し

た
ら
ノ
ー
グ
ッ
ド
だ
と
出
て
い
る
。

市
街
化
区
域
と
い
う
の
は
本
来
こ

う
し
た
湛
水
の
被
害
、
越
水
の
被
害

が
な
い
と
こ
ろ
を
決
め
な
け
れ
ば

い
け
な
い
。
岩
津
も
西
蔵
前
も
明
ら

か
に
法
か
ら
逸
脱
し
て
い
る
。
こ
う

し
た
開
発
の
あ
り
か
た
に
つ
い
て

内
田
市
長
の
見
解
を
。

（
市
長
）
技
術
的
な
問
題
も
含
ま

れ
て
お
り
ま
す
の
で
、
私
が
け
い
け

い
と
と
お
答
え
す
る
こ
と
が
相
応

し
く
な
い
だ
ろ
う
と
思
っ
た
訳
で

あ
り
ま
す
け
れ
ど
も
、
も
し
、
今
後

同
様
な
こ
と
が
あ
り
ま
し
た
時
に

は
、
十
分
注
意
し
た
い
と
思
い
ま

す
。

（
鈴
木
）
こ
こ
に
沿
っ
た
２
４
８

号
線
の
交
差
点
改
良
工
事
の
概
要

と
総
事
業
費
と
市
、
そ
の
他
の
負
担

金
は

（
部
長
）
北
於
御
所
交
差
点
か
ら

南
へ
２
９
０
メ
ー
ト
ル
の
区
間
を

市
道
岩
津
住
宅
７
号
線
の
道
路
整

備
と
同
時
に
進
め
、
両
路
線
交
差
部

に
新
た
な
交
差
点
を
設
け
る
。
事
業

費
は
約
２
億
２
５
０
０
万
円
。
市
の

負
担
は
５
８
８
０
万
。

(

鈴
木)

通
常
大
型
店
な
ど
が
で
き

る
場
合
は
、
そ
こ
に
進
入
す
る
た
め

の
交
差
点
改
良
は
大
型
店
が
負
担

し
た
。
民
間
会
社
の
工
事
費
の
負
担

は
？

（
部
長
）
市
と
県
、
業
者
一
緒
に
な
っ

て
誘
導
型
の
地
区
計
画
な
の
で
市
、

県
も
負
担
は
伴
う
。(

民
間
は
負
担

な
し)

岩
津
・
西
蔵
前
地
区
の
開
発
に
つ
い
て

鈴
木
ま
さ
子
市
議
の
一
般
質
問

         衆議院議員

         佐々木憲昭
    フェイスブックより

安部総理は、トップセールスと銘打って原発

などの海外への売り込みに奔走しています。そ

れを象徴的に示したのが連休中に行った「大名

行列」のような大企業代表を引き連れた外遊で

した。

安倍総理は、4月 28 日～5月 4日、ロシア・

中東を訪問しました。この外遊は首脳会談を行

う目的ですが、112 社に及ぶ企業関係者も同行

させることが明らかになりました。

外遊は経済協力、エネルギー安定供給などが目

的です。

以下、同行企業の一部です。

秋田銀行、秋田魁新報社、秋田日産自動車、味

の素、いすゞ自動車株式会社、出光興産、伊藤

忠商事、江崎グリコ、大塚製薬、大林組、オリ

ンパス、川崎重工業、キッコーマン、コスモ石

油、JX 日鉱日石エネルギー、住友化学、全農、

大成建設、東芝、東レ、トヨタ自動車、豊田通

商、日揮、日清食品ホールディングス、日本経

済団体連合会、日本光電工業、野村総合研究所、

日立製作所、北海道銀行、北海道新聞社、丸紅、

みずほコーポレート銀行、三井住友銀行、三井

物産、三菱商事、三菱地所、三菱東京 UFJ 銀

行、全１１２社（平成 25 年 4 月 24 日時点・

暫定版）

日本原子力学会の賛助会員は 11 社。

IHI、大林組、大成建設、東芝電力システム

社、東洋エンジニアリング、日揮、日立 GE ニ

ュークリアエナジー、日立製作所、日立造船、

三菱電機、三菱マテリアル。

鈴木まさ子市議


